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研究成果の概要（和文）：田んぼダムの本格的な取組の普及に向けて，田んぼダムの経済価値の評価手法を確立し，地
域治水計画上の位置づけおよび効果最大化のための戦略の構築した．経済価値の評価手法は，水田主体地域に特化した
内水氾濫解析モデルによって得られた田んぼダムの浸水抑制量および抑制時間に基づき，経済評価モデルによって被害
軽減額を計算するものである．さらに，多数の流域における経済価値を簡便に算出する方法として，上記の複数流域の
被害軽減額を基礎データとした重回帰モデルを構築した，田んぼダムの普及には行政の主導が求められるが，こうした
経済価値の評価田んぼダム導入予定地区の優先順位づけおよび重点的投資が重要であることを示した．

研究成果の概要（英文）：This study has aimed at developing a method for economic evaluation of Paddy Field
 Dam, and strategies for maximizing its flood control effect for the propagation of the measure. The econo
mic evaluation model calculates the flood damage mitigation effect generated by the Paddy Field Dam based 
on the result of inner water inundation analysis model, that is specialized in reproducing flooded water b
ehavior in paddy field dominant basin. Furthermore, we developed multiple regression model to evaluate the
 economic value of Paddy Field Dam in a number of basins concisely based on the results of the aforementio
ned economic evaluation model. We finally indicated that the propagation of the Paddy Field Dam work needs
 governmental leadership, and it is important to prioritize basins to be invested to create better environ
ment to maximize the effect of Paddy Field Dam work. 
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１．研究開始当初の背景 
	
 近年の集中豪雨豪雨の発生頻度の増加に
伴う豪雨災害への対応策として新潟県では
「田んぼダム」が取り組まれている．申請者
らはこの取組の普及に向けて，技術的な課題
解決を担ってきた．こうした研究が功を奏し，
2012 年時点で，新潟県内の 8,000ha を超え
る水田に田んぼダムが導入されているほか，
北海道，富山県，福井県でも導入が進んでい
る．申請者らの先行研究では，高い普及性を
備えた落水量調整装置の技術開発およびそ
の効果の検証という側面からの知見の蓄積
を図ってきており，田んぼダムの基本的技術
は確立しつつある．新たなフェーズでは，本
格的な取組の普及に資する田んぼダムの経
済効果の評価，地域治水計画上の位置づけお
よび効果最大化のための戦略の構築が鍵と
なり，取組導入を検討している自治体からこ
うした課題への対応の依頼が申請者らの研
究グループに多数寄せられている． 
 
２．研究の目的 
	
 農地を活用した洪水緩和の取組「田んぼダ
ム」の全国的な展開に必要な（1）「経済効果
算定モデル」の構築，および（2）田んぼダ
ムの計画論的観点からの整理と治水計画上
の位置づけに基づき，「流域を単位とした田
んぼダムの戦略的な整備計画手法」を確立す
る. 
	
 取組実施地域における経済効果，とりわけ
農業被害軽減効果の推定には，浸水面積・浸
水深のほか，浸水継続時間の把握が不可欠で
ある．本研究では，土地利用属性別の被害額
を算定する経済効果算定モデルを構築する．
また，田んぼダムは，流域を単位として整備
することによって大きな効果を発揮するた
め，これを可能とする組織的な取組導入方法
を計画論的観点から整理し，普及に資する制
度的な枠組みを提案する.これら 2 つの課題
によって，流域を単位とした戦略的な田んぼ
ダムの整備計画手法を確立する. 
３．研究の方法 
	
 田んぼダムの本格的な普及を目指し，a)	
 田
んぼダムの経済効果算定のための汎用モデ
ルの構築および，b)	
 田んぼダムによる内水
氾濫抑制を実現する地域モデルの提案を 3年
間で達成する.研究体制は，農業水理学(吉
川)，数値水工学(安田)，灌漑排水工学(三沢)，
農村計画学(有田)で構成する.工学，計画学
の専門分野から田んぼダム普及への課題に
アプローチする.	
 
４．研究成果	
 
(1)田んぼダムによる内水氾濫抑制機能のモ
デル化	
 
	
 土地利用属性毎の流出特性に着目し，水田
利用が卓越した流域における内水氾濫現象
を忠実かつ簡便に再現する内水氾濫モデル
を構築した（宮津ら；2012）．	
 
	
 本モデルは，（1）地目別流出モデル，（2）
河川・排水路網モデル，（3）氾濫流モデルの

3つのサブモデルで構成される（図 1）．計算
の便宜上，平面的に広がる解析領域を排水区
域およびセルの 2段階で表現し，河川・排水
路を任意区間（Δx）のメッシュで分割する．	
 
	
 排水区域とは，「河川・排水路網モデル」
の各計算メッシュに横流入量として流入す
る区域である．排水区域を圃区あるいは耕区
で分割したものをセルと呼ぶ．これは，流出
特性の異なる土地利用地目からの流出入量
の計算を担う「地目別流出モデル」および溢
水後の氾濫水の空間的な伝播の計算を担う
「氾濫流モデル」の計算点を配置したもので
ある．	
 
	
 各サブモデルは相互に連動しており，それ
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図 1	
 内水氾濫解析モデルの概念	
 

	
 

図 2	
 内水氾濫解析モデルの一例	
 

（白根郷モデル）	
 



ぞれの計算結果が互いの境界条件もしくは
計算条件となる．すなわち，地目別流出モデ
ルは河川・排水路網モデルの計算結果である
河川・排水路水位に応じて流出量（負の場合
は流入量）を算定し，溢水後は，地目別流出
モデルで計算する各セルの水位と隣接セル
の水位を比較して，氾濫流	
 モデルで氾濫水
の移動量を決定する．任意時間ステップにお
けるセル水位は隣接セルからの氾濫水移動
量によって最終的に決定される．次の時間ス
テップでは，この水位を用いてセルからの流
出量が算出され，以下この工程を繰り返し，	
 
時々刻々の浸水規模を計算する．	
 
	
 本モデルでは，土地利用地目や地形形状に
合わせた自由度の高い計算点配置が可能な
地形適合セルを導入した（図 2）．これによっ
て，低平地の内水氾濫現象の特徴である僅
かな地形起伏，特に道路・畦畔等の線状構
造物や農地の区画間段差の影響を再現する
ことが可能となった． 
	
 
(2）内水氾濫解析モデルの普及に向けた技術
的課題の解決 
	
 開発したモデルは高い合理性をもつもの
の，地形適合セルの作成過程が複雑であるた
め，これが普及に向けた技術的課題であった．
道路網，土地利用境界および標高値に沿った
地形適合セルの作成は，セル形状を不整形任
意多角形とするため，セルの幾何属性情報が
不規則に分布し，情報整理に多大な労力と時
間が必要であった．	
 	
 
	
 こうした技術的課題に対して，GIS の機能
の組み合わせによって，効率的に計算に必要
なセルの幾何属性情報を取得し，独自のアル
ゴリズムによってこれを整理して，氾濫流計
算に求められる読み込みデータを簡便に作
成するアルゴリズムを構築した．地形適合セ
ルを導入した氾濫解析モデルの大きな障壁
が取り払われたことになり，モデルの普及が
期待できる（吉川ら，2013）．	
 
	
 実際に解析業務を担う民間業者からの依
頼があり，本モデルの勉強会を開催したほか，
他の業者への技術移転も現在進行中である．
当初の目的である田んぼダムの取組普及に
資する汎用モデルの開発は達成できたとい
える．	
 
	
 
(3)田んぼダムの経済価値の算定	
 
	
 田んぼダムの本格的な普及には実施主体
である農家のインセンティブ形成が重要で
ある．これには取り組みの経済的価値を定量
的に把握し，その一部を実施農家に還元する
仕組みづくりが必要となると考えている．そ
こで，本研究課題では，田んぼダムの洪水緩
和効果の経済的価値を定量的に評価する手
法を開発した（宮津ら,2013）．	
 
	
 内水氾濫解析モデルによって田んぼダム
実施条件と非実施条件想定浸水範囲を求め，
「治水経済調査マニュアル（案）」を基づき，
それぞれの被害額を算出し（図 3），これらの

被害額の差を田んぼダムの経済効果とした．
経済効果を再現期間 10 年から 100 年まで計
算し，降雨規模と田んぼダムによる被害軽
減額の関係を求めた（図 4）．推定した各再
現期間の被害軽減額に区間生起確率を乗じ
て年平均被害軽減額を算出し（図 5），これ
を累積することで年平均被害軽減期待額，
すなわち，年間の田んぼダムの経済評価額
を求めた．	
 
	
 
(4)田んぼダムの経済価値の簡易評価手法の
開発	
 
 上記手法では，１つの流域の計算に多大 

	
 

図 3	
 浸水被害額の算定方法	
 

	
 

表 1	
 再現期間ごとの氾濫シミュレーション結果	
 

（白根郷の事例）	
 

浸水被害面積（ha） 浸水軽減面積（ha）

10年確率 344.3 0.0 344.3 100.0
30年確率 702.2 146.2 556.0 79.2
50年確率 2131.8 930.9 1200.9 56.3

100年確率 2168.3 942.3 1226.0 56.5

再現期間 実施率0%
田んぼダム
実施率0%

田んぼダム
実施率100% 減少率

からの
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図 4	
 降雨規模-田んぼダム効果曲線	
 

（白根郷の事例）	
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図 5	
 再現期間ことの平均年浸水被害軽減額

（白根郷の事例）	
 
	
 



なる基礎データの収集を伴う上，プログラ
ミングの知識なしには，経済価値の計算は
不可能である．経済価値の算出は，農家の
インセンティブ形成といった目的にとどま
らず，公的な取組支援制度導入に向けた財
的資源の効率的な配分の実現を見据えたも
のである．すなわち，田んぼダムの公益的 
機能の最大化には，取組地域の優先順位付
けに基づく資源配分が必要と考えた．取組
地域の優先順位付けには，多数の流域の経
済価値を短時間で算定する必要があるため,
簡便に経済価値を評価することが求められ
る．	
 
	
 そこで，本研究課題では，流域内の水田
面積率，圃場整備率，流域内の資産価値，
内水被害回数等を変数とした重回帰モデル
による経済価値の簡易評価手法を構築した．
これによって，短時間で広域（例えば，都
道府県レベル）の経済価値の評価が可能と
なった（図 6）．	
 
	
 
(5) 流域を単位とした田んぼダムの戦略的
な整備計画	
 
	
 これまでの地域治水対策は，主にダムの
建設や河川改修などのハードの整備に大き
く依存しており，水田の洪水緩和機能は消
極的な位置づけにとどまっていた．	
 
	
 一方，田んぼダムは，設計条件（落水量
調整板の孔断面積など）を変化させること
によって一定範囲ではあるが，人為的な洪
水調節が可能であるほか，農家との維持管
理契約等の条件整備によって，安定的な機
能が期待できる．こうした特徴は，田んぼ
ダムの洪水調節機能を計画的な水管理に組
み込むことを可能にする．近年では，治水
機能をダムだけに依存しないシステムの模
索も求められているが，田んぼダムはこう
した課題の解決に対して有効な手段の一つ
となる．	
 
	
 河川流域の洪水管理に田んぼダムを組み
込むには，河川全域の治水計画との調整を	
 

図る必要がある．河川流域をいくつかの小
流域区域（基礎流域地区）に区分しそれぞ
れの区域の対策をダム等の既存施設と併せ
て検討し，田んぼダムの可能性を評価する
（図 7）．	
 
	
 小流域毎の田んぼダムの評価と，下流域
の条件等を考慮して，基礎流域地区の整備
戦略（役割評価・順位付け等）を作成する．
基礎流域地区での整備を進めるには，田ん
ぼダムでは集落の合意が必要となる．この
ため，実施段階では排水路網等を考慮して
基礎流域地区をさらに小地区に分割する必
要がある．これを計画単位区と呼ぶ事とす
るが，1～数集落を単位とする農地からの排
水単位地区である．	
 	
 
	
 すなわち，ダム等を含む流域を単位とし
た洪水対策計画に田んぼダムを積極的に位
置づけることによって，より高度な多面的
機能の発揮に繋げることができる．	
 	
 
	
 こうした流域管理に田んぼダムを組み込
むには，これまで取り組んできた個別地域
の田んぼダムの機能評価だけでは不十分で
ある．本研究課題では，広域における役割
設計と，これを満たすための圃場条件（畦
畔の嵩上げ・強化等）の改善などを視野に
入れた流域単位の総合的な整備計画の必要
性を示した．	
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

	
 
図 6	
 経済評価に基づく新潟県における田んぼダ

ム適地の優先順位付け結果	
 

	
 

	
 
図 7	
 経済評価に基づく新潟県における田んぼ

ダム適地の優先順位付け結果	
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